
決 算 額 構成比
経 常 一 般
財 源

構 成 比

4,437,759 27.99 4,437,759 54.69
人口集中地区人口 第 一 次 第 三 次 121,716 0.77 121,716 1.50 2,595,259 2,590,016 29.82

17,201 1,438 12,417 11,862 0.07 11,862 0.15 1,764,191 1,763,904 20.31

16,266 8.0% 68.9% 31,746 0.20 31,746 0.39 891,296 891,296 10.26
1,461 12,374 27,432 0.17 27,432 0.34 1,824,060 1,824,060 21.00
8.1% 68.9% 679,141 4.29 679,141 8.37 1,819,517 1,819,517 20.95

22,323 0.14 22,323 0.27 4,543 4,543 0.05

16,286 0.10 16,286 0.20 5,310,615 5,305,372 61.08

3,446,229 21.74 2,696,323 33.23 1,590,401 984,009 11.32

2,696,323 17.01 2,696,323 33.23 36,818 31,411 0.35

749,906 4.73 897,908 712,116 8.19

8,794,494 55.47 8,044,588 99.14 1,639,184 1,639,184 18.86

6,430 0.04 6,430 0.08

133,061 0.84 161,000 8,672,092 99.80

207,111 1.31 14,707 0.18

78,393 0.49 443,632

2,640,739 16.66 79,177 99.8 ％
27,445 0.17 27,445 0.34 443,632

1,182,929 7.46 49,174

8,247 0.05 2,358 0.03 393,843

20,219 0.13 615 106.9 ％
700,000 4.42

175,276 1.11

126,813 0.80 18,390 0.23 12.3 ％
1,751,800 11.05

484,800 3.06 12.7 ％
86,800 0.55

15,852,957 100.00 8,113,918 100.00 10,079,558

決 算 額 構成比 増 減 率
基準税額
×100/75

決 算 額 構 成 比 一般財源等

1,959,680 44.16 97.6 1,956,398 185,794 1.19 185,793

1,655,051 37.29 101.4 1,618,167 1,372,601 8.79 1,225,609

303,120 304,629 6.87 81.1 338,231 6,499,798 41.65 3,310,694

349,385 1,491,491 9.56 1,095,825

275,000 2,049,919 46.19 99.2 2,013,567 5,000 0.03 5,000

282,098 136,028 3.07 102.6 128,459 324,827 2.08 154,749

300,014 292,132 6.58 104.0 285,932 123,023 0.79 98,508

1,812,470 11.61 761,044

437,141 2.80 381,946

1,466,725 9.40 1,036,330

1,889,311 12.10 1,824,060

(千円) 10,511 4,437,759 100.00 98.9 4,384,356 15,608,181 100.00 10,079,558
(千円) 399,603 現年課税分 滞納繰越分 合 計
(世帯) 5,362
(人) 8,566
(円) 178,725
(円) 111,875
(円) 335,991

普 通 会 計

平 成 30 年 度
県 名 徳 島 県 市町村名 小 松 島 市 種地区分 Ⅰ － ２

歳 入 性 質 別 歳 出

区 分
区 分 決 算 額 構成比

一般財源等
（税等）

経常一般
財 源

経常収支
比 率

類 型 Ⅰ － １ 産 業 構 造 地 方 税

人 口 （ 人 ） 面 積 ( ｋ ㎡ ) 人口密度 区 分 第 二 次 地 方 譲 与 税 人 件 費 2,716,922 17.41

国
調

平 成 22 年 40,614 45.30 897 就
業
人
口

22 年 4,151 利子 割交 付金 う ち 職 員 給 1,869,036 11.97

平 成 27 年 38,755 45.37 854 国調 23.1% 配当 割交 付金 扶 助 費 3,170,266 20.31

増 加 率 △4.58% 昭和35年以降の合併状況 な し 27 年 4,127 株式等譲渡所得割交付金 公 債 費 1,889,311 12.11
住民基本台帳人口 平成31年1月1日 38,018人 平成30年1月1日 38,442人 国調 23.0% 地方消費税交付金 元 利 償 還 金 1,884,768 12.08

区分 平成29年度 平成30年度 区分 指数等 指定団体等の状況
軽油,自動車取得税交付金 一時借入金利子 4,543 0.03

地方特例交付金 小 計 7,776,499 49.83

1 歳 入 総 額 (A) 16,356,492 15,852,957 基準財政需要額 7,078,535
地 方 交 付 税 物 件 費 2,045,300 13.10

新産都市、広域市町村圏 普 通 交 付 税 維 持 補 修 費 48,675 0.31

2 歳 出 総 額 (B) 16,181,216 15,608,181 基準財政収入額 4,173,616
昭和46年指定 特 別 交 付 税 補 助 費 等 1,434,781 9.19

小 計 繰 出 金 1,937,360 12.41

3
歳 入 歳 出 差 引 額

(A)-(B)
(C) 175,276 244,776 標 準 財 政 規 模 8,492,506

交通安全対策特別交付金 投資・出資・貸付金 18,000 0.12 合 計
東部地方拠点都市地域 分担金・負担金 積 立 金 164,951 1.06

4
翌 年 度 へ 繰 り
越 す べ き 財 源

(D) 72,374 103,924 財 政 力 指 数 0.57
平成5年指定 使 用 料 前年度繰上充用金

手 数 料 投 資 的 経 費 2,182,615 13.98 経常収支比率

5 実 質 収 支 (C)-(D) (E) 102,902 140,852 実 質 収 支 比 率 1.7
国 庫 支 出 金 う ち 人 件 費 82,221 0.53

事務の共同処理の状況 国有提供施設等所在市町村助成交付金 普通建設事業費 2,182,615 13.98 減収補てん債特例分及び
臨時財政対策債を除いた
場合の経常収支比率6 単 年 度 収 支 (F) 16,516 37,950 公 債 費 比 率 13.8

し尿処理関係 県 支 出 金 補 助 990,884 6.35
　　那賀川湛水防除 財 産 収 入 単 独 1,161,708 7.44

7 積 立 金 (G) 161,017 162,706 積 立 金 現 在 高 1,289,788
　　市町村税滞納整理 寄 付 金 県営事業負担金 30,023 0.19
　　後期高齢者医療 繰 入 金 同級他団体施行事業負担金

8 繰 上 償 還 金 (H) 811 地 方 債 現 在 高 17,345,369
繰 越 金 受 託 事 業 費 起債制限比率

諸 収 入 災 害 復 旧 費

9 積 立 金 取 崩 額 (I) 590,000 510,000 収益事業収入額
地 方 債 失業対策事業費 実質公債費比率

臨時財政対策債

10
実 質 単 年 度 収 支
(F)+(G)+(H)-(I)

(J) △ 411,656 △ 309,344
合 計 合 計 15,608,181 100.00

一 般 職 員 等 特 別 職 等 区 分
超過課税分
収入額

区   分

債務負担行為額 1,156,093
減収補てん債特例分

区 分 職 員 数
平成31年 4月
給料支給総額

一 人 当
支 給 月 額

区 分 改定実施年月日 一人当り平均給料月額
市 町 村 民 税 56,717 議 会 費

個 人 分 総 務 費

56,717 民 生 費

うち技能労務職 26 9,084 娯楽施設利用税 衛 生 費

一 般 職 員 301

8 2,200
副 市 長 平成26年4月1日 703,000

法 人 分91,239
市 長 平成29年2月3日 880,000

固 定 資 産 税 労 働 費

消 防 職 員 41 11,566 軽 自 動 車 税 10,529 農 林 水 産 費

教 育 公 務 員

合 計 350 105,005
収 入 役 － －

市 た ば こ 税 商 工 費

公
営
事
業
の
状
況

事 業 名
法 適
の

有 無
収 支 額

普 通 会 計
からの繰入

職 員 数

電 気 税 土 木 費

教 育 長 平成26年4月1日 661,000
特別土地保有税 消 防 費

法定 外普 通税 教 育 費

水 道 事 業 有 163,780 2,020 16 議 会 議 長 平成24年4月1日 472,000
目 的 税 災 害 復 旧 費

入 湯 税 公 債 費

国 民 健 康
保 険 事 業

無 10,511 399,603 8 議 会 副 議 長 平成24年4月1日 417,000
都 市 計 画 税 諸 支 出 金

水 利 地 益 税 前年度繰上充用金

介護保険事業 無 227,350 568,082 11 議 会 議 員 平成24年4月1日 391,000
共 同 施 設 税 特別区調整納付金

宅 地 開 発 税

後 期 高 齢 者
医 療 事 業

無 9,923 669,413 1
国
保
会
計
の
状
況

競 輪 事 業 無 56,243

収 支 額 合 計 67,246 合 計
普 通 会 計 か ら の 繰 入 額 適 用 税 率 の 状 況 区 分

7
加 入 世 帯 数

市 町 村 民 税

個 人 分
均等割：3,500円
所得割：標準税率に対する比率　1.0

市町村民税

被保険者一人当り保険税調定額
法 人 分

均等割：60,000円〜3,600,000円
法人税割：12.1/100

固定資産税

98.9% 32.9% 96.9%被 保 険 者 数

公共下水道事業 無 300,262 4
一 世 帯 当 り 保 険 税 調 定 額

98.5% 22.8% 93.9%被 保 険 者 一 人 当 り 費 用

固 定 資 産 税 1.40/100 合 計 98.7% 26.0% 95.3%

※歳入の地方消費税交付金のうち、社会保障財源交付金分285,462千円については、民生費の「社会福祉」分野で生活保護事業に100,000千円、「社会保険」分野で介護保険特別会計繰出金に
150,000千円、衛生費の「保健衛生」分野で定期予防接種等事業に35,462千円を充てている。


